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MANETにおける位置依存情報保持手法の提案

内 田 達 哉†1 桧 垣 博 章†1

無線マルチホップネットワークにおいて位置依存情報をその位置の近傍に保持する
ことと送信先を位置で指定することが可能なアドホックルーティングプロトコルとを
組合せることによって，位置依存情報分散保持手法が実現できる．ここで，情報を依
存位置の近傍に維持するために固定無線ノードを用いない手法として，移動無線ノー
ド間で情報を転送することで，位置依存情報を維持したい領域に含まれるいずれかの
移動無線ノードにこの情報を保持させる手法を提案する．提案手法では，位置依存情
報を維持したい領域，位置依存情報を保持する移動無線ノードが隣接移動無線ノード
へ情報を転送することが可能な領域，位置依存情報を移動無線ノードが保持すること
が可能な領域を定め，3つの異なる転送条件のいずれかと組み合わせることによって，
通信オーバヘッドと情報を保持する移動無線ノード数，情報保持率との適切なトレー
ドオフを実現することが可能となる．
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For wireless multihop networks, various location-dependent routing protocols

in which a destination of a message is specified by its location have been pro-

posed. By combination of these routing protocols and a method which keeps

location-dependent information in its specified area, a low overhead method

for storing and retrieving location-dependent information is realized. In our

proposed method, the following three areas are determined for each location-

dependent information; information maintaining area in which the location-

dependent information is required to be kept, information forwarding area in

which mobile wireless nodes forward the location-dependent information to its

neighbor mobile wireless nodes and information holding area only in which

mobile wireless nodes hold the location-dependent information. In addition

to the above three areas, we also propose three different conditions for each

mobile wireless node to forward location-dependent information to its neigh-

bors. By various combination of the determination of these areas and the

forwarding conditions, it is possible for wireless multihop networks to achieve

tradeoff among communication overhead for transmission of location-dependent

information, storage overhead in mobile wireless nodes and availability of the

location-dependent information.

1. 背景と目的

近年，GPS等の位置取得デバイスの普及により，位置を属性とする情報の取得，保持，検

索，処理への要求が高まっている．実世界コンピューティング15) やセンサネットワーク3)

では，センサノードが取得した情報をセンサ位置とともに保持し，これを検索，処理の対象

としている．また，ユーザの現在位置や移動履歴等に基づいた将来の移動予測位置に基づい

て，ユーザが要求する情報を位置属性に基づいて検索，提供するネットワークサービスが多

数考案され，その実現技術が検討されている．

一方，無線通信デバイスを塔載した移動コンピュータは既に広く普及している．そこで，

移動無線ノードのみで構成され，基地局や有線ネットワークなどのインフラを必要としない

無線モバイルアドホックネットワークの研究開発が進められている14)12)．ここでは，メッ

セージは無線マルチホップ通信によって送信元無線ノードから送信先無線ノードへと配送さ

れる．これまでに，メッセージのルーティングプロトコルが多数提案されている．移動無

線ノードへ位置取得デバイスが塔載されていることを前提としたプロトコルとして LAR7)，

ZRP4)，GPSR6)，GEDIR8)，FACE2) 等が提案されており，フラッディングを基礎とした

AODV13)，DSR5)等のプロトコルに比べて無線通信オーバヘッド削減の利点を有している．

このように，情報が位置属性を備えていることと位置に基づいてメッセージを配送する手

法が確立しつつあることから，情報をその属性として持つ位置に保持し，その情報の取得要

求メッセージをその情報の位置に向けてルーティングする手法が考えられる．この手法は，

すべての情報を特定サーバに保持する方法に比べ，その配送オーバヘッドの削減と取得要求

の分散を実現できる点で優れている．ただし，一般に情報が属性として持つ可能性があるす

べての位置に固定無線ノードを設置することは困難である．時々刻々と位置を変化させる移

動無線ノードで構成される無線アドホックネットワークにおいて，情報をそれが属性として

持つ位置の近隣に存在し続けさせることによって，情報の取得要求を情報を保持する移動

無線ノードへと配送し，取得要求した移動無線ノードに情報を提供することが可能となる．

そこで，本論文では，無線マルチホップネットワークによって，位置を属性として持つ情報

をその位置近辺に存在する移動無線ノードが保持する手法を提案する．

2. 関 連 研 究

情報 Iには位置属性 L(I)が付随することが考えられる．このような情報は位置依存情報

とよばれる．I の発生位置は L(I)のひとつの典型である．たとえば，センサノードが取得

したセンシングデータ I は位置依存情報であり，その取得位置 L(I)は I の重要な属性で
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ある．情報の位置属性は，しばしば情報検索のキーとして用いられる?1．すなわち，位置 L

を属性として持つ情報の取得がユーザによって要求される．ネットワーク環境においては，

位置 Lを属性として持つ情報を保持するノードにこの取得要求をルーティングすることが

必要である．複数の移動無線ノードで構成され，メッセージを無線マルチホップ通信によっ

て配送するアドホックネットワーク，センサネットワーク，メッシュネットワークなどの無

線マルチホップネットワークでは，送信元無線ノードから送信先無線ノードへのメッセー

ジ配送を実現するためのルーティングプロトコルが重要であり，これまでに多数のプロト

コルが提案されている．AODV13) や DSR5) 等のフラッディングを基礎としたアドホック

ルーティングプロトコルは，各移動無線ノードの位置情報を用いずにメッセージを配送す

るルーティングプロトコルである．これに対して，LAR7)，ZRP4)，GPSR6)，GEDIR8)，

FACE2) 等は，各無線ノードが自身の位置を自身に塔載された GPS等の位置情報取得デバ

イスによって取得可能であることを前提としたプロトコルであり，通信オーバヘッドの削減

が期待できる．これらのプロトコルでは，送信先無線ノードの特定を IPアドレス等の識別

子によって行なうことが前提とされている．そのため，送信先無線ノードの識別子と位置情

報との対応手法が別途必要となり，DREAM1)，Octopus9)，HRLI10)，ABLA11) 等の手法

が提案されている．ただし，位置情報を用いたルーティングプロトコルでは，送信元移動無

線ノードが指定した位置 (範囲)にメッセージ到達時に存在する無線ノードを動的に送信先

無線ノードと定めることによって，送信先無線ノードを位置 (範囲)で指定することも原理

的に可能である．そこで，無線マルチホップネットワークにおいて，情報をその属性が示す

位置に保持し，送信先を位置で指定した情報取得要求メッセージを無線マルチホップ配送す

る分散保持手法が考えられる．この手法は，取得要求された情報のみを配送する点，情報取

得要求が分散する点において，単一固定無線ノードに情報を保持する集中保持手法よりも優

れている (図 1，2)．

図 1 分散保持手法 図 2 集中保持手法

?1 情報の時間属性も同様に検索のキーとして用いられる．

� �� �

�� �� �

� �
� � �

� 	

�

�

図 3 無線ノード群による位置依存情報保持手法

この分散保持手法においては，情報 I の取得要求をその位置属性 L(I)に基づいて配送す

る．このため位置 L(I)に情報 I を保持する無線ノードが存在することが必要である．論

文16) では，対象領域を格子状に分割し，各領域に情報管理ノードを設置し，領域の隣接性

を考慮することによって探索時間を短縮する P2Pルーティングを提案している。しかし，

一般にオンデマンドに生成される情報 I に対して，各 L(I)に I を保持するための固定無

線ノードを設置することは困難あるいは不可能である．そこで，L(I)の近傍 LM(I)で定

められる位置依存情報維持範囲に存在する移動無線ノードに I を保持し，情報 I の取得要

求は LM(I)に含まれる移動無線ノードへ無線マルチホップ配送することが考えられる．こ

のとき，無線ノードの位置は経時的に変化することから，情報 I を保持する無線ノードが

LM(I)の内部から外部へと移動することがある．その一方で，情報 I を保持しない無線

ノードが LM(I)の外部から内部へと移動することもあることから，移動無線ノード間で情

報 I を転送することによって，情報 I を保持する無線ノードを LM(I) 内部に存在させ続

け，情報 I の取得要求に応答することが考えられる．

論文18)では，情報維持範囲内に存在する位置依存情報を保持する移動無線ノードが情報

維持範囲外へ移動する際に隣接無線ノードのひとつに保持する位置依存情報を転送するこ

とで，位置依存情報を情報維持範囲内の移動無線ノードに保持させ続ける Nomadic Agent

System を提案している．ここでは，情報を保持する無線ノードと情報取得を要求する無線

ノードとがいずれも情報維持範囲に含まれている比較的狭域分布する無線ノード群からな

るネットワークを想定している．また，移動無線ノードに塔載された記憶領域が限られてい

ることを考慮して，位置依存情報を保持する無線ノード数を制限し，情報の転送先となる隣

接無線ノードの選択手法による情報維持時間 (位置依存情報を情報維持範囲内のいずれかの

無線ノードが保持している時間)の違いを評価している．本論文では，情報取得を要求する

移動無線ノード位置は，情報維持範囲とは無関係である場合を想定する．

一方，論文17)では，取得要求メッセージが位置で指定された送信先へ配送される無線マ

ルチホップルーティングを適用することを前提とし，情報取得率の向上と情報取得のための

通信オーバヘッドを削減するための複製情報配置手法および再配置手法を提案している．こ

こでは，移動無線ノードに塔載された記憶領域が限られていることを考慮して，隣接無線
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図 4 位置依存情報転送領域 LT(I)

ノードには複製情報を配置しない SC (Skip Copy)手法を提案している．また，各無線ノー

ドが保持する位置依存複製情報は，無線ノードの現在位置と情報が属性として持つ位置と

の距離によって優先度付けられ，破棄される．このため，複製情報は情報が属性として持つ

位置に比較的近くに分布する傾向となる．本手法では，複製情報を保持する移動無線ノー

ドは，情報が属性として持つ位置から複数ホップに広がる比較的広い領域を想定しており，

より少ない複製数で高い情報取得率を実現することを目的としている．このため，本論文で

提案する位置依存情報を定められた範囲に維持する手法とは異なるアプローチによるもの

であるといえる．

3. 提 案 手 法

位置依存情報 I をその位置属性 L(I)に基づいて定められる情報維持範囲 LM(I)内に保

持する手法を提案する．ここでは，情報維持範囲 LM(I)が論文17) の複製情報が分布する

範囲に比べて狭い領域を想定することから，位置依存情報 I を保持する移動無線ノード数

は領域の広さで制約されると考えられる．すなわち，論文18) のように I を保持する移動無

線ノード数の上限を明確に規定しない．ただし，論文17) で主張されているように，移動無

線ノードが位置依存情報を保持するための記憶領域は限られていること，位置依存情報の取

得要求はその情報が属性として持つ位置を送信先として無線マルチホップ配送されることか

ら，以下のことが言える．

• 各移動無線ノードが保持する位置依存情報を隣接移動無線ノードに転送する領域 LT (I)

が規定されるべきである．この領域外部に存在する移動無線ノードは，保持する位置依

存情報 I を隣接移動無線ノードへ転送しない (図 4)．

• 各移動無線ノードが位置依存情報を保持し続ける領域 LH (I)が規定されるべきである．

この領域外部へ移動した移動無線ノードは，保持する位置依存情報 Iを破棄する (図 5)．

このとき，L(I) ∈ L
′(I)であり，L

′(I) ⊂ LH (I)かつ LT (I) ⊂ LH (I)であるが，L
′(I)と
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図 5 位置依存情報保持領域 LH (I)
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図 6 周期的送信手法

LT (I)との間では包含関係を規定することはできない．

位置依存情報 I を保持する移動無線ノードは，位置依存情報転送領域 LT (I)に含まれて

いる場合に隣接移動無線ノードに対して I をブロードキャスト送信する．この送信タイミ

ングの決定手法として，本論文では以下の 3つを提案する．

[周期的送信手法] 位置依存情報 I の取得時刻から周期 T で I のブロードキャスト送信を繰

返す手法である．I を保持する移動無線ノードは，自身が LT (I)に含まれる間，隣接移動

無線ノードが存在するか否か，変化するか否かに関わらず周期的にブロードキャスト送信す

るため通信オーバヘッドは比較的大きくなることが考えられる一方，移動無線ノードの移動

速度に対して送信周期 T が大きすぎなければ，Iが LM(I)に長時間維持されることが期待

される．(図 6)

[退出時送信手法] 位置依存情報 I を保持した移動無線ノードが LT (I)の内部から外部へと

移動する直前に I をブロードキャスト送信する．I を保持した移動無線ノードが LT (I)に

留まる間はブロードキャスト送信しないことから，通信オーバヘッドの削減が期待される．

ただし，ブロードキャスト送信時に隣接移動無線ノードが存在するとは限らないことから，

移動無線ノード分布密度が低い場合には Iを LM(I)に長時間維持することが困難となるこ
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図 7 退出時送信手法
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図 8 要求応答送信手法

とが考えられる．(図 7)

[要求応答送信手法] 各移動無線ノードが自身が保持する位置依存情報 I の識別子を含むビー

コンメッセージを周期的にブロードキャスト送信し，これを受信した隣接移動無線ノードが

ビーコンメッセージに識別子が含まれない位置依存情報を保持している場合には，これを

ブロードキャスト送信する手法である．I の転送に要する通信オーバヘッドが大きい場合に

は，周期的送信手法の欠点を補う手法となる．(図 8)

これらの手法のいずれがより有効に機能するかは，移動無線ノードの分布密度と移動速

度，移動頻度といった無線マルチホップネットワークの環境要因と，位置依存情報の維持領

域，転送領域，保持領域の大きさと移動無線ノードの無線信号到達範囲との関係というプロ

トコルのパラメータ要因に依存すると考えられる．

4. 評 価

前章で述べたように，位置依存情報を情報維持範囲にあるいずれかの移動無線ノードが保

持し続ける位置依存情報維持時間と位置依存情報転送に要する通信オーバヘッドとは，移

動無線ノードの分布密度と移動速度，移動頻度といったネットワーク環境要因と，位置依

存情報の維持領域，転送領域，保持領域の大きさと移動無線ノードの無線信号到達範囲の
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図 9 ノード移動速度を変化させた環境における位置依存情報維持時間

大きさとの関係を表わすプロトコルパラメータ要因とに依存する．そこで，これらの要因

を変化させた場合の 3つの転送手法の性能をシミュレーション実験によって評価する．こ

こでは，1,000m 四方の正方形領域に無線信号到達距離 100m，最大移動速度を 2m/sから

20m/s，最低移動速度を 0m/sから 18m/s までそれぞれ 2m/s 刻みで変化させ，ランダム

ウェイポイントモデルにより移動する 100 台の無線ノードをランダムに配置し，それぞれ

の手法について位置依存情報を保持した移動無線ノードが位置依存情報維持範囲に含まれな

くなるまでの時間である位置依存情報維持時間と平均位置依存情報保持ノード数，位置依存

情報転送回数を測定した．また，位置依存情報転送範囲を正方形領域の中心点を中心とし，

半径 50mの円領域とした．また，位置依存情報保持範囲と位置依存情報維持範囲は正方形

領域の中心点を中心とした半径 100mの円領域とした．移動無線ノードは位置依存情報保

持範囲の外側に移動したとき，自身の保持する位置依存情報を破棄する．本シミュレーショ

ン実験では周期的送信手法の位置依存情報のブロードキャストする周期を 1s，退出時送信

手法について位置依存情報のブロードキャストする範囲の境界線を位置依存情報転送範囲の

円周上とした．結果を図 9，図 10，図 11に示す．

位置依存情報維持時間はどの転送手法においてもノードの移動速度が速いほど減少して

おり，位置依存情報送信手法によらず，ほぼ同等の維持時間となっている．この条件のもと

で，平均位置依存情報保持ノード数をみると，退出時送信手法と要求応答送信手法では，移

動速度に対して増加する結果を示した．しかし，周期的送信手法では移動速度が速くなるに

つれて，平均位置依存情報保持ノード数が減少していく結果となった．また，位置依存情報

転送回数については，退出時送信手法と要求応答送信手法は移動速度による値の変化は少な

い結果となったが，周期的送手法は移動速度が速くなるにつれて転送回数が急激に減少して

いることが分かる．これは，周期的送信手法ではあらかじめ設定した周期ごとに位置依存情

報の転送を行なうため，移動速度が速くなるにつれて各移動無線ノードが位置依存情報転
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図 10 ノード移動速度を変化させた環境におけるの平均位置依存情報保持ノード数
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図 11 ノード移動速度を変化させた環境における位置依存情報転送回数

送範囲に含まれる時間が短くなり，位置依存情報を転送する機会が減少する．これにより，

周期的送信手法は移動無線ノードの移動速度が速い環境において移動無線ノードの記憶容

量の圧迫を抑制し，位置依存情報転送のための通信オーバヘッドが低減される手法であると
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図 12 ノード台数を変化させた環境における位置依存情報維持時間
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図 13 ノード台数を変化させた環境におけるの平均位置依存情報保持ノード数

いえる。

次に，無線ノードの最大移動速度を 2m/sで固定とし，ノード数を 20台から 200台まで

20台刻みで変化させた環境において測定を行なった．結果を図 12，図 13，図 14に示す．

位置依存情報維持時間はどの転送手法においてもノード数が多いほど増加しており，位置

依存情報送信手法によらず，ほぼ同等の維持時間となっている．この条件のもとで，平均位

置依存情報保持ノード数をみると，退出時送信手法，周期的送信手法，要求応答送信手法の

順に低い値を示した．位置依存情報転送回数については，周期的送信手法，退出時送信手

法，要求応答送信手法の順に多い結果となった．周期的送信手法は他の手法と比較してノー

ド数の増加により，位置依存情報転送回数が大幅に増加する結果となった．このため，ノー
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図 14 ノード台数を変化させた環境における位置依存情報転送回数

ド数が多い環境においては位置依存情報転送のための通信オーバヘッドが大きくなるため，

比較的ノード数の低い環境において有効であるといえる．退出時送信手法は平均位置依存情

報保持ノード数および位置依存情報転送回数が比較的低い結果となったため，ノード数によ

る影響を受けずに効果的に作用するといえる．要求応答送信手法は 2つのシミュレーション

環境において，他の 2手法と比較し，効果的に作用しなかったといえる．しかし，要求応答

送信手法はビーコンメッセージを利用する手法であるため，ビーコンメッセージを受信する

ことにより、確実に位置依存情報の転送を行なうことが可能であるため，適用先環境が不透

明である場合に効果的に作用すると考えられる．

5. まとめと今後の課題

本論文では，位置依存情報を定められた範囲に含まれる移動無線ノードに保持させること

で，位置依存情報の取得をその位置を送信先とする無線マルチホップ配送によって取得要求

メッセージを配送することができる分散型情報保持手法の実現手法を提案した．移動無線

ノードの限られた記憶領域に位置依存情報を保持するために，情報維持領域，情報転送領

域，情報保持領域の 3つを定め，位置依存情報を保持する移動無線ノードが隣接移動無線

ノードへブロードキャスト送信する条件を 3 例示した．シミュレーション実験により，同

等の位置依存情報維持時間の実現に要する記憶オーバヘッドと通信オーバヘッドを評価し，

各手法の特性を明らかにした．今後は適用対象ネットワークの環境パラメータに応じて各手

法を動的に選択する基準を明らかにする．
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